
児童いきいき放課後事業の現状について
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内 容 備 考

内容
大阪市内の全ての市立小学校において、平日の放課後・土曜
日・長期休業日などに、放課後の活動場所を提供

実施校数：29年度 289校

対象児童 小学校１年生～６年生
在校数：113,551人（平成29年5月）
登録数：63,311人 ,一日平均参加数16,678人（平成29年4月）

定員 なし 当該校区に居住する全ての小学生が参加登録できる

開設日 平日の放課後、土曜日、長期休業日(夏休み・冬休み・春休み) 休業日：日曜、祝日、お盆、年末年始等

開設時間

月曜日～金曜日：授業終了後～１８時
短縮授業日：１３時～１８時
始業式、終業式等：１１時～１８時
土曜日、長期休業日：８時３０分～１８時

一定数以上の希望があれば有料で19時まで時間延長を実施
※10人以上を条件とするいきいきが多い
※時間延長実施箇所数：29年度 34校

利用料 無料 安全に関する経費として、児童１人あたり年額５００円が必要

運営
大阪市から運営・管理委託（公募）を受けた団体が実施校ごと
に設置されている「いきいき活動運営委員会」と連携して地域の
実情に合わせて運営

2018年度～20年度：財団法人、株式会社、ＮＰＯなど、
7事業者に委託予定

平成30年度 児童いきいき放課後事業における教育環境等の充実について（案）
資料３



指導員の確保 → 充実した指導 → 「指導力ＵＰ」

児童の学校教育課程外の
学習時間が短い

（生活実態調査の結果）

＜児童の自主学習の状況＞

＜１＞宿題機能ＵＰ
＜２＞読書環境ＵＰ
＜３＞時間延長箇所数ＵＰ

平成30年度からの「新たないきいき」＝教育環境等の充実を全いきいきで実施

＜新たないきいきを支える実施体制の確保＞

＜いきいきの参加状況＞ ＜いきいきの時間延長の状況＞

低学年が主な参加者
・1～2年生：参加者の約60％
・1～3年生：参加者の約70％

時間延長の実施校が少ない
・平成28年度：31校
・平成29年度：34校

現在の児童、いきいきの状況

低学年のうちから
自主学習習慣の定着をめざす

一方、多様な利用者ニーズにも対応
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平成30年度からの「新たないきいき」＝教育環境等の充実にむけて ①



＜いきいきにおける宿題の課題＞

・活動室が狭い
・児童が多く勉強に適した環境でない

・最初に宿題をするよう促しているが、いきいきによっ
てばらつきがある

＜１＞宿題機能ＵＰ

② 連絡帳を自己チェック
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平成30年度からの「新たないきいき」＝教育環境等の充実にむけて ②

＜読書環境にかかる課題＞

・学校図書館がいきいきであまり活用されていない
・いきいき活動室の図書があまり更新されていない

＜いきいきにおける時間延長の課題＞

・時間延長の要件を10人以上としているいきいきが
多いため、実施校が少数
・時間延長中におやつが出ない

＜２＞読書環境ＵＰ ＜３＞時間延長箇所数ＵＰ

① 自主学習に適した学習環境の整備

・自主学習に適した部屋の確保に努める。
・宿題の徹底に向けたマニュアルの作成
（全校で「宿題タイム」の設定などいきいき内でできる
宿題は終えるよう指導。）

・児童に宿題の範囲・内容を確認させながら
宿題の徹底を図る。

低学年から宿題を通じた
自主学習習慣づくり

① 学校図書館でしっかり読書

・すべてのいきいきで学校図書館を活用
・静かな環境で読書や自主学習の実施。

・地域図書館より、新刊等児童の関心を
引く図書を活動室内に配架。
・定期的に図書を入替え、読書への関心
の継続を図る。

② 「いきいき文庫」でいつでも読書

読書習慣づくり
学力をしっかり下支え

① 5人以上の希望で時間延長を実施

・時間延長の実施要件を5人以上とするこ
とにより、時間延長実施校の拡大を図る。

② 延長時間中におやつを提供

・希望により事業者から有償でのおやつ
の提供に努める。
・提供にあたってはアレルギー等に留意。

多様な利用者ニーズ
にも対応

課題解決に向けた具体的取組みを基本的に全校で実施
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平成30年度からの「新たないきいき」＝教育環境等の充実にむけて ③

・放課後等の
居場所

（セーフティーネット）

・異年齢交流

・さまざまな
体験

など

重点的に実施する施策 いきいきの本来機能

人材確保
（指導員の処遇改善［920円/時→1000円/時］など）

財源確保
（さらなる国庫の活用、自己負担の検討）

「新たないきいき」

低学年からの
自主学習習慣づくり

＜１＞宿題機能ＵＰ

＜２＞読書環境ＵＰ

多様な利用者
ニーズへの対応

＜３＞時間延長箇所数ＵＰ

● その他充実施策（モデル実施等を含む）

・スポーツ教室など利用者負担による
新たな活動プログラム

・ＩＣＴ機器の放課後の活用
（パソコン教室でのモデル事業 10校）

30年度予算要求額：38億2200万円 （うち市費：25億３２００万円）
29年度予算額： 34億5300万円 （うち市費：22億８８００万円）


